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1.3.  プログラム３：衛星利用高度化プログラム
［概要］
　宇宙基本法の成立（2008 年）により、「宇宙開発と利用」に関する我が国の施策は「研究開発」から
技術の幅広い「利用」へと変化した。今後の環境リモートセンシングは具体的な問題の発見・理解・解
決、施策への反映を目指した多くの関連分野の協働体制の中におけるリモートセンシング技術の利用方法
の確立を推進する必要がある。そこで、本プログラムでは日本および世界における解くべき重要な課題を
設定し、リモートセンシングの成果を地上における情報と融合させ、異分野協働による衛星利用方法の高
度化を達成することを目的とする。
［短期および中期の達成目標］
《短期目標》（２−３年）
・中国における環境変動に関する研究
・台地−低地系水循環の生態系サービス機能の評価（千葉県との協働）
・生物多様性に関わる空間情報の抽出（千葉県との共同）
・花粉症対策に役立つ情報の構築
・Web を利用した空間情報発信システムに関する研究
・気候変動に適応した環境保全型食糧生産支援システム構築
《中期目標》（６年）
　沙漠化、水問題、食糧問題、生態系サービス機能の評価、都市・農村計画、等の課題に対して、積極的
にリモートセンシングの活用を図り、地上における情報との融合に基づき、新たな衛星の利用方法の創出
を図る。
・アジアにおける環境変動のモニタリングと要因解析
・千葉県における健全な水循環と生物多様性の再生
・災害・環境リテラシーを醸成する空間情報システムに関する研究
・生活に役立つ空間情報の構築と提供
Program 3 : Advanced application of satellite remote sensing
 Since the establishment of the “Aerospace Basic Act” in 2008, the major purpose of the national 
policy over the space development and utilization has changed from the stage of research and 
development to that of wide-range, practical utilization. Thus, it is absolutely needed for the envi-
ronmental remote sensing community to establish the methodology of utilization of remote sensing 
for finding, understanding, and solving various problems on both scientific and social bases. In view 
of such background, this program (Program 3) aims at assigning important problems that must be 
solved on national and global levels, integrating the results of satellite and ground-based observa-
tions, and realizing the advanced application methodology of satellite remote-sensing data through 
the synergetic activities of scientists representing various fields of environmental monitoring. 
<Short term targets> (2-3 years)
・Researches on environmental changes in China.
・ Evaluation of ecological services of hydrologic cycle in the Quaternary uplands (collaboration with 
Chiba Prefecture).
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・ Extraction of spatial information in relation to the biodiversity (collaboration with Chiba Prefec-
ture).
・ Formation of database useful for the mitigation of pollen influence on human health.Research on 
web-based dissemination of spatial information.
・ Construction of environment-friendly food production support system for adaptation strategy to 
climate change.
<Middle term targets> (6 years)
 We plan to produce novel application methodology of satellite remote sensing data in combination 
with the data obtained from ground observations. The targets will include various problems such as 
desertification, water problem, food security, evaluation of ecological services, urban and rural plan-
ning, etc.
・ Monitoring and causal analyses of environmental changes in Asia.
・ Restorations of sound hydrologic cycle and biodiversity in Chiba prefecture.
・ Study on spatial information system that nurtures the disaster and environmental literacy.
・ Construction and provision of spatial information helpful to our daily life.
［研究内容と平成 23 年度の成果］
1.3.1.  福島後方支援プロジェクト　−千葉大学山木屋後方支援チーム−
　2011 年３月 11 日の東北太平洋沖地震後に発生した東京電力福島第一原子力発電所における一連の事
故は地域に過大な負担を強いることとなった。プログラム３の最も重要な目的は社会に役に立つリモート
センシングの実現である。ここで、“役に立つ”とは関係性の中で役割を果たすことである。原子力災害
図 1.3.1.  飯館村における空間線量率の分布と村山間部の様子
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を目前にして科学者が考えるべき関係性には二つある。一つは世界の中の日本という立場から、福島で起
きていることを科学的に調査し、世界に向けて発信することである。もうひとつは地域に立脚し、地域の
復興を地域とともに考え、その枠組みの中で科学者としての役割を果たすことである。前者の立場からは
文部科学省の調査チームのメンバーとして放射性物質、おもにセシウム 134、137 の分布と挙動に関す
る調査研究を行った。CEReS の役割は、観測プロットで得られた知見を GIS およびリモートセンシング
を用いて広域化することである。得られた初期の成果は承認が得られ次第公表する予定である。
　一方、原子力災害の被災地となった福島県東部の阿武隈山地については、飯舘村、川俣町を中心とする
詳細な空間線量率等調査を実施し、地域に観測情報を提供した。計画避難地域である川俣町山木屋地区で
は過去に農業インターンシップを通じた千葉大学との交流があったことより、園芸学部、アイソトープ実
験施設、CEReS の三者で山木屋後方支援チームを結成し、様々な調査活動を実施した。ここでは山村の
暮らしスケールの放射性物質のモニタリングを試み、田畑、居住地、里山を含む小流域スケールで空間線
量率等の調査を行い、地域と情報を共有するとともに、学会、市民講座等で福島の現状に関する発信を
行った。CEReS の重要な役割は山木屋 GIS を構築し、放射能汚染の実態を把握し、除染、復興計画の策
定に利用することである。衛星データ、オルソ空中写真と基盤図情報を含む GIS のプロトタイプを構築
し、地理情報の追加を随時行っている。
　
1.3.2.  印旛沼流域水循環健全化のための地理情報の整備と現場における実践（近藤昭彦）
　プログラム３では社会に役立つリモートセンシングの実現を目的としている。役に立つとは問題の“解
決の達成”を共有する枠組みの中で役割を果たすことである。千葉県における解決すべき重要な問題の一
つに閉鎖性水域の水汚染問題である。千葉県が関わる閉鎖性水域には東京湾、手賀沼、印旛沼、霞ヶ浦
（一部行政区が流域に含まれる）があるが、印旛沼流域は都市域と農村を流域内に含み、その水は千葉県
の水道用水、工業用水、農業用水としても利用されており、暮らしとの関係性が密接である。この流域を
対象として千葉県では印旛沼流域水循環健全化会議を立ち上げ、様々な保全活動、啓蒙活動により水質の
改善を図っているが、最終目的は“地域を良くすること”である。この目的の達成を共有し、CEReS で
はリモートセンシング、GIS を“役に立てる”活動を実施している。平成 23 年度の主な活動として農業
地域を含む流域（高崎川流域）において表流水、地下水の硝酸性窒素に関わる様々な調査を行った。その
結果、台地流域における硝酸汚染の新たな側面を明らかにすることができたが、汚染を改善するために谷
頭湿地の持つ生態系サービスに着目した。湿地となった谷津の持つ脱窒（窒素を気体に戻す反応）機能を
確認するための現地調査を行うとともに、湿地の機能を定量化するためにリモートセンシングによる流域
全域の湿地のマッピング、GIS による湿地の地図化を行った。これにより画像解析、地図解析と現地にお
ける実践を組み合わせて、リモートセンシングの価値を生み出すフレームワークを構築することができた。
1.3.3.  空間情報・感測データ統合型花粉情報提供支援システム（本郷千春）
（はじめに）
　現在、スギ花粉飛散量の予測は、前年夏期の日射量、日照時間、平均気温、最高気温や雄花の生育状況
などを用いて行われている。積算日射量や積算気温値が大きい時に花粉飛散量が多くなる傾向があること
に着目した予測モデルが利用されているが、年度によってはこの条件において必ずしも翌年の花粉飛散量
が多いとは限らない場合がある。この理由として、使用されている気象データはアメダスで観測されたも
のが多いことから実際のスギ・ヒノキの植生地とは一致していない場合が多いこと、観測された気象デー
タは１地点の情報であり必ずしも森林域全体を代表しているとは限らないことなどが上げられる。さら
に、伐採や植林などによる面積変化も加味する必要があり、スギ・ヒノキなど樹種の空間分布及び年々変
動を正確に把握することが、今後予測の精度を上げる上で必要となる。そこで、植生の有無や多少、活性
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度と関係がある植生指数など、衛星画像から得られる面的な情報を予測手法に加えることが予測精度の向
上につながるのではないかと考え、本研究を着想した。2011 年度は、これまでに得られた結果をもとに
して飛散予報を開始した。
　以下は、プレスリリースした予報内容である。
＜来春の花粉飛散量予測−全国的に今年より７割減少の見込み−＞
　株式会社ウエザーニューズは、2012 年の花粉シーズンにおける全国および各 12 エリアのスギ・ヒノ
キ花粉飛散傾向を 10 月 11 日に発表しました。
　スギ花粉の雄花生産量は、前年夏の天候と相関が高いことが分かってきています。よく晴れていて暑
い夏ほど植物の光合成が盛んになり、雄花の生産量が多くなると考えられます。2011 年の夏は太平洋高
気圧に覆われて晴れた日があったものの、高気圧の勢力が弱まり、前線や湿った空気の影響を受けるな
どして、西日本を中心に曇りや雨となる時期がありました。一方、東日本では西日本に比べて雨が少な
く、よく晴れて暑い夏となりました。しかし、全国的に猛暑となった 2010 年の夏に比べると雲が多く、
気温も低い傾向になりました。このため、スギ花粉の発生源となる雄花の量は 2011 年より少なくなり、
2012 年のスギ花粉飛散量は少なくなる見通しです。
　さらに、スギ・ヒノキ林とスギの雄花の現在までの状況についても観測を行いました。今年から新たに
取り入れたスギ・ヒノキ林の活性状況を解析した結果、2011 年は 2010 年よりも全国的にスギ ･ ヒノキ
林の活性度が低く、スギの雄花量も少なくなるという予想になりました。
　これまでのスギ・ヒノキ花粉飛散量の予測は、前年夏の日照時間や気温データ、雄花の生育状況などを
調査して行ってきました。2012 年の花粉シーズン予測は、これらのデータに加えて実際にスギ・ヒノキ
林にどれだけ多くの雄花が成長しているのか、全国の林の状況を、衛星データを利用して把握し、花粉飛
散予測に反映する取り組みを新たに実施します。今回用いたのは、環境リモートセンシング研究センター
本郷研究室と共同研究してきた「光合成有効放射吸収率（植物が光合成に有効な波長の光を吸収する割
合）」から解析したデータで、森林の活性度を示す指標です。この値が高いほど、植物は光合成を活発に
行い、スギの雄花の量が多くなるとみられます。2010 年と 2011 年のスギ・ヒノキ林の活性度の値をも
とに全国のスギ花粉の飛散量を推定した結果、2012 年の花粉シーズンは 2011 年に比べて飛散量が少な
くなる予想になりました。なお、ウェザーニューズでは、衛星を用いた新たな予測方法を取り入れること
で、これまで以上に精度の高い花粉飛散予測を目指していきます。
図 1.3.3.  2012 年春の花粉飛散量傾向と森林活性度指標
